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平成 27 年２月 20 日 

 

  

将来の地域建設産業の担い手確保・育成のための行動指針 

 

 

はじめに 

 

長年にわたる建設投資の大幅な減少と受注競争の激化により、建設業の経営

を取り巻く環境は悪化し、ダンピング受注や下請企業へのしわ寄せ等により建

設企業は疲弊し、離職者の増加、若手入職者の減少といった構造的な問題に直

面してきた。 

我々の使命は、国民の生活と経済活動の基盤である社会資本の整備・維持管

理、災害時における緊急対応や復旧活動等により、わが国経済の発展に貢献す

るとともに、地域の安全・安心を確保することにある。 

国において、昨年「担い手 3法」が全会一致で改正され、建設産業の再生へ

の目標が示され、発注者及び受注者の双方に担い手確保・育成の責務が明記さ

れた。さらに、建設産業活性化会議において総合的な人材確保・育成対策の推

進が取りまとめられた。 

建設産業活性化会議とりまとめに呼応し、ここに、全国建設業協会として、

将来の地域建設産業の担い手確保・育成のための行動指針を策定するものであ

る。 

 

 

 

１ 処遇の改善 

（１）賃金水準の確保等 

建設労働者の処遇の改善を図るため、適切な賃金水準の確保に努めると

ともに、下請企業に対しても適切な水準の賃金を支払うよう要請・指導す

る。 

社会保険加入促進については、平成 24 年に策定した社会保険加入促進計

画に基づき、下請選定時に、元請による加入状況の確認・指導を徹底する。

また、民間建築工事においても法定福利費が確実に確保されるよう努める

とともに、再下請企業等についても加入状況の確認に努める。   

標準見積書の活用については、社会保険の加入に関する下請指導ガイド
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ラインにそって、確実に法定福利費が技能労働者にいきわたるよう、その

提出指導を徹底するとともに、加入させているか確認に努める。 

（２）労働環境の改善 

現場の安全衛生管理については、過重労働を排し、無理のない作業環境を

整えるとともに、安全衛生教育の徹底・安全衛生経費の確保に努め、労働災

害を防止する。また、労働時間の短縮や作業の軽減に資する機械化、プレキ

ャスト化、ＩＴ化、工法の見直し、工事関係書類の簡素化等については、発

注者と連携しつつ取り組む。 

   週休２日制については、適切な労務単価の確保、適正工期の設定、現場 

での工程管理の徹底により、実現を目指す。また、変形労働時間制の導入や 

有給休暇の取得率の向上など休暇を取りやすい就業環境の整備に努める。 

賃金等の処遇改善のためには、適正な利潤の確保が必要である。このため、

行き過ぎた重層化やダンピング受注は行わず、技能労働者の賃金水準を確保

できる請負契約の締結に努める。 

 

２ 将来の担い手づくり 

（１）担い手の確保 

若年者対策については、教育関係者との意見交換会、インターンシップ、

職場見学会、出前講座の開催等の機会を通じ、建設産業への理解を高める活

動を展開する。 

入職前後の若年者の関心を高め、スキルアップを図るため建設関係の資格

取得の支援を行う。 

（２）担い手の育成 

技術力・技能力の向上を図るため、地域ネットワークを構築する建設産

業担い手確保・育成コンソーシアムを通じ、富士教育訓練センターの充実、

三田建設技能研修センター、広島建設アカデミー、廃校を活用した人材訓

練センター運営等人材育成の取組を進める。訓練については厚生労働省の

助成金も活用する。 

若手技術者のスキルアップ研修の実施や各種技術コンクール・技能競技大

会への応募を積極的に支援する。 

（３）国の育成策の積極的活用 

技能労働者の確保・育成は喫緊の課題であり、このため、厚生労働省や

国土交通省の人材確保のため政策を積極的に活用し、雇用管理の改善、技

能労働者の能力開発、女性の活躍の場の拡大を図る。また、建設業退職金

共済制度の加入を促進する。  
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３ 多様な人材の活躍 

変動する社会に対応するためには、女性、高齢者、外国人などの多様な人

材が活躍できる職場の実現が重要である。 

女性の入職・定着の促進のため、インターンシップ、職場見学会や女性技

術者との交流会等を開催する。また、育児・介護等家庭との両立支援、トイ

レ・更衣室等の整備に努める。男性職員が育児・介護・家事に、より積極的

にかかわれるようにするとともに、短時間勤務制度、フレックスタイムの導

入など労働時間の短縮等に努める。 

高齢者については、若年者の確保育成に時間を要することから、経験ある

高齢者の継続雇用、職場復帰を進め、労働時間の短縮など高齢者に配慮した

作業環境の改善に努める。 

外国人技能実習制度や、平成 27 年 4 月から始まる外国人建設就労受入事業

において、施工体制台帳に基づき元請として受入れ企業の指導を行う。指導

に当たっては、日本人と同等の処遇が行われるよう努める。 

 

４ 戦略的広報の展開 

専門紙・一般紙等のマスコミ媒体、動画投稿サイトなどの各種ツールや様々

なイベントを通じて、建設産業の必要性・重要性を分かりやすく広く国民一

般に訴えるため、自らコンプライアンスの徹底を図り、災害対応や社会貢献

活動など官民一体となった戦略的広報の展開を図る。 

職場見学会やインターンシップ、出前講座等を開催するとともに、高校生 

はもとより小・中学生や父兄等とのコラボレーション活動など、より魅力的

な建設産業を目指す取組の拡大を図る。 

 



地域建設業の担い手確保・育成について
～47都道府県建設業協会へのアンケートの結果から～
地域建設業の担い手確保・育成について

～47都道府県建設業協会へのアンケートの結果から～ （一社）全国建設業協会

２．担い手の入職・定着の促進

Ⅰ 現状と問題

Ⅱ 今後の対応

建設投資の減少

永年にわたる
デフレ経済

安定的・持続的
経営が困難

・会員企業の減少
・新規採用、若年者入職の減少

負の
連鎖

Ⅲ 行政への要望

イ．若年者対策

ロ．女性の活躍の場の拡大

ハ．経験豊かな高齢者の活用

ニ．外国人技能実習制度の活用

５．建設技術者の計画的な確保

・建設技能労働者の不足と同時に、建設技術者の不足も深刻であり、品質確保に
支障

・建設技術者の確保・育成は、受発注者の双方がそれぞれの立場で対応するよう、行政の対策
と指導が重要（公務員等への転職等）

４．能力開発ネットワークの構築と担い手確保・育成の体制整備

・国、県、民間が設置する訓練施設の有効活用や、富士教育訓練センター・三田
建設技能研修センターを中心とするネットワークの構築が急務

・建設産業に従事する者のキャリア支援の仕組みや職業生涯モデル等を示すこ
とで労働者が将来展望と誇りを持つことが重要

・各地域ブロックにおける訓練拠点の確保を検討
・若年労働者の入職促進のための教育訓練の場の確保
・資格取得に係るインセンティブの実施
・出前講座の充実

３．担い手不足下における生産性向上策

・担い手不足を補うため、機械化、プレキャスト化、IT化、工法の見直し、工事関
係手続きの簡素化が必要
・適正な工期での発注による生産性の向上

・諸種の省力化工法の見直し、新技術の導入
・書類簡素化、適正な工期の確保
・先導事例の聴取、セミナー等の実施

・外国人技能実習制度については、都道府県協会の3割以上が今後活用を検討
・建設業界の処遇改善や安全面に悪影響が出ないよう万全の配慮が必要

・社会全体の制度設計への配慮が必要
・単なる安価な労働力としての活用は業界全体の処遇改善に逆行
・言語、習慣、安全の確保、品質の確保等の対策が必要

・建設業を経験した高齢者の活用は、若年者の定着促進や技術・技能の承継に寄
与し、担い手としても必要

・体力負担を考慮し、現場の高低差や気候変化などの就労環境に配慮することが
重要

・定年延長、再雇用、継続雇用等の導入・活用
・体力低下対策としての機械設備の導入、技術開発、短時間勤務等
・健康管理、安全管理の十分な実施
・高齢者による若年者の定着指導や技術,技能の承継

・女性の特性を生かした発想や、細やかな気配り等を大いに生かして職場のイ
メージアップを図る必要
・育児・介護等家庭との両立支援、トイレ・更衣室・洗面所等の整備が必要

・現場環境の改善、就労環境の整備
・広報活動の強化（情報のネットワーク、意見交換の場の設置）
・イメージアップと意欲ある女性へのアピール

・教育担当者との意見交換会、インターンシップ、職場見学会、高校在学中におけ
る建設関係の資格取得支援の積極的実施が必要
・若者が夢を持って将来を託せる建設産業が実感できる処遇と就労環境が重要

・産学官連携した入職・定着促進への取組（セミナー、現場見学会等）

・保護者及び教育関係者との意見交換
・土木施工管理技士,建設業経理士等資格取得支援
・処遇や雇用環境の改善

・中長期的な国土ビジョン
・建設産業に対するイメージの向上
・教育訓練の体制整備
・就労環境の改善

１．戦略的広報

・建設産業、建設業界の必要性や重要性につき、国民一般への理解を促進
・戦略的広報には、官民が一体となりイメージアップを図ることが重要

・広報紙、新聞、TV等、マスコミ媒体へのコンテンツの提供
・行政とタイアップした広域的な戦略広報
・小中学生や母親、女性等を対象に、幅広く建設業の魅力を伝える必要

・社会資本整備に係る中長期的な国土ビジョンの策定

・公共事業予算の安定的な拡大及び予算執行の弾力化

・工事発注の平準化、施工の通年化、適正工期による発注

・ダンピング対策、労務単価引上げ

・担い手確保に資する入札方式やモデル工事等の導入

・地方公共団体に対する指導

◎ 地域の経済・
社会の下支え

◎ 国民生活の
安全・安心
の確保

・企業の社会的責任（ＣＳＲ）の徹底
・労働環境の改善及び充実

・適正な賃金の支払い
・社会保険、建退共制度への加入
・週休二日制（時短）の取組み

・生産性向上の取組
・労働災害防止対策の強化

・担い手確保、育成のための諸施策

・地域建設産業の活性化

・国土強靭化法、品確法、建設業法、
入契法の的確かつ迅速な施行

地域建設産業
の担い手の
確保育成

地域建設産業
の安定的・
持続的経営

業
界

国
会

行
政

地域建設業を支える
担い手確保・育成策が必要

【神奈川、福岡 等】
【茨城、佐賀 等】

【埼玉、神奈川、岡山 等】
【福岡 等】

【青森、埼玉、石川、熊本 等】
【神奈川、石川、愛知 等】

【北海道、宮城、長野、愛知、三重 等】
【宮崎、鹿児島 等】

【宮城、秋田、栃木、石川、愛媛 等】
【神奈川、島根、宮崎 等】

【沖縄 等】

【秋田、埼玉、新潟、三重、山口、福岡、宮崎 等】
【栃木、神奈川 等】
【神奈川、愛媛 等】

【青森、埼玉、鹿児島 等】
【埼玉 等】

【茨城、新潟、岐阜、京都、福岡、鹿児島 等】
【神奈川、愛媛、熊本、沖縄 等】

【青森、東京 等】
【宮城、静岡、島根 等】
【福島、茨城、京都 等】

【秋田、埼玉、鹿児島 等】
【茨城、埼玉、福井、京都、岡山、佐賀、鹿児島 等】

【神奈川、静岡 等】

【埼玉、神奈川、新潟、福井 等】
【北海道 等】
【青森 等】
【三重 等】

【北海道、埼玉、静岡、京都、兵庫、沖縄 等】

【神奈川、福岡 等】

【北海道、秋田、茨城、静岡 等】

【茨城、栃木、沖縄 等】

【宮城、栃木、新潟、福井、滋賀、福岡 等】

【神奈川、山梨、長野、滋賀、佐賀 等】

【青森、秋田 等】
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「将来の地域建設産業の担い手確保育成のための行動指針」 
策定のためのアンケート調査の結果概要 

 
調査の結果は以下の通り 

 
１ 国等の公共工事設計労務単価の引上げ等を踏まえた賃金水準の確保については 
  ①会員企業の約９割は従業員の賃金引上げの動きを示している。 
  ②下請企業と契約する際の労務単価についても約８割が引上げの動きを示している。 

 
２ 社会保険の加入状況については、会員企業のすべて、一次下請企業の９割以上が加入してお

り、現場労働者ベースで見ても約８割以上が加入している。  
①会員企業の８割以上が、下請企業に対し社会保険への加入指導を実施 

  ②３保険別の加入状況は、 
【健康保険】 

会員企業は 100％、一次下請企業は 93.4％が加入、現場労働者の加入は 82.8％。 
  【年金保険】 

会員企業は 100％、一次下請企業は 92.5％が加入、現場労働者の加入は 81.0％。 
【雇用保険】 

会員企業は 100％、一次下請企業は 92.9％が加入、現場労働者の加入は 75.8％。 
注１ 「現場労働者」は代表的な現場を施工体制台帳で把握したもの。 

注２ 雇用保険の「未加入」には、個人経営者、会社の役員等、雇用保険の対象とならない者が 

含まれている。 

 
３ 標準見積書については、 
  ①会員企業の約７割が標準見積書の提出指導を行っており、その約４割が「すでに活用」、

約５割が「提出されれば尊重している」と回答している。 
②下請企業への指導を行っていない会員企業もそのほとんどが、「提出されれば尊重する」

としている。 

 
４ 週休２日制については、 

①変形労働時間制を含め会員企業の約２割以上が週休２日制を実施している。また、約５割

の会員企業が隔週２日など一部実施を行っている。 
②週休２日制を定着させるための条件としては、「適正な工期」を挙げるものが 最も多か

った。 

 
５ 重層下請については、 

①下請次数が３次以下の会員企業が全体の約９割を占め、全体の約３分の２は２次以下とな

っている。 
②重層下請の解消のための条件としては、「適切な下請業者への発注」、「受注量の平準化」、

「人員確保」などが挙げられている。 

 
以上 
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会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

8
4
.3
%
 

1
5
.7
%

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

下
請

指
導

を
行

っ
て
い
る
会

員
企

業
は

８
割

以
上

。
施

工
体

制
台

帳
で
み

た
現

場
労

働
者

レ
ベ
ル

で
は

約
８
割

が
加
入
。

4
1
%

4
9
%7
%

3
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

し
て

い
る

十
分

な
見

積
書

が
提

出

さ
れ

て
い
な
い

見
積

書
が

提
出

さ
れ

な

い

9
9
%

1
%

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

す
る

尊
重

す
る
つ
も
り
は

な
い

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

行
っ
て
い
な
い

3
0
.4
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

会
員
企
業
の
約

７
割

が
標
準
見
積
書
の
提
出
指
導
。
未
指
導

会
員
企

業
も
提

出
さ
れ

れ
ば
尊

重
す
る
意

向
。

週
休

２
日

制
が

実
施

で
き
て
い
る
会

員
企

業
は

約
２
割

一
部

実
施

は
約

５
割

下
請

次
数

は
３
次

ま
で
が
９
割

、
過

半
は

２
次

ま
で

引
上

げ
済

み
及

び
予

定
は

約
９
割

4
%

2
3
%

4
0
%

2
6
%

7
%

下
請

け
は
な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

1
0
0
.0
%

9
3
.4
%

8
2
.8
%

6
.6
%

1
7
.2
%

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

引
上

げ
済

み
及

び
予

定
は

約
８
割

適
正

な
工

期
が

ネ
ッ
ク

下
請
業
者
及
び
受
注
が
ネ
ッ
ク

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件 9
1

9
0

8
6

8
4

6
1

5
2

適
切

な
下

請
業

者
へ

の
発

注

受
注
量
の
平
準
化

人
員
確
保

国
・
自
治
体
等
の
援
助
・
指
導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次
下
請
け
の
指
導

（
回
答
数
）

6
%

1
5
%

4
8
%

3
0
%

1
%

実
施

し
て
い
る

変
型

労
働

時
間

制
で
実

施
し
て

い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

（
回
答
数
）

1
0
0
.0
%

9
2
.5
%

8
1
.0
%

7
.5
%

1
9
.0
%

会
員
企
業

一
次
下
請

企
業

現
場
労
働

者

4
0
2

1
3
8

1
3
4

1
0
1

7
2

4
0

2
1

適
正

な
工

期

労
務

単
価
・
諸

経
費

の
ア
ッ
プ

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切

な
予

算
・
積

算

法
改

正
・
規

則
改

正

[調
査
規
模
等
]

①
4
4
都
道
府
県
建
設
業
協
会
か
ら
回
答

②
下

請
企

業
を
含

め
た
現

場
労

働
者

数
約
4
5
,0
0
0
人
（
3保

険
平
均
）

③
調
査
依
頼
企
業
数
1
,4
1
0
社
、
回
答
企
業
数
1
,0
6
4
社
（
回
答
率
）
7
5
％

[調
査
時
期
]

平
成
2
6
年
8
月
1
日
現
在
の
状
況

[回
答
企
業
の
事
業
内
容
]

土
木
3
8
0
社
、
建
築
7
6
社
、
土
木
建
築
5
9
6
社
、
そ
の
他
1
2
社

「将
来
の
地
域
建
設
産
業
の
担
い
手
確
保
・育

成
の
た
め
の
行
動
指
針
」

策
定
の
た
め
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果

6



賃
金

水
準

の
確

保
に
つ
い
て

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

会
員
企
業
従
業
員
の
賃
金
の
状
況

下
請
企
業
と
契
約
を
す
る
際
の

労
務
単

価
の

状
況

重
層
下
請
け
の
状
況

社
会

保
険

の
加

入
状

況
に
つ
い
て

健
康
保
険
の
加
入
状
況

雇
用
保
険
の
加
入
状
況

年
金
保
険
の
加
入
状
況

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

下
請

次
数

の
状

況

週
休
２
日
制
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
条

件

下
請

企
業

に
対

す
る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

該
当
な
し

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件

（
回
答
数
）

北
海
道

9
0
.9
%

3
.0
%3
.0
%
3
.0
%0
.0
%

最
近

、
基

本
給

を
引

上
げ
た

一
時

金
の

み
を
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定
し
て
い
る

引
上

げ
る
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

9
7
.0
%

3
.0
%

最
近

、
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定

引
上

げ
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

1
0
0
.0

9
5
.5

8
9
.6

4
.5

1
0
.4

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
3
.9

8
4
.0

6
.1

1
6
.0

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
8
.7

9
1
.5

1
.3

8
.5

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

加
入

未
加
入

9
7
.0
 

3
.0

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

行
っ
て
い
る
, 

1
0
0
.0

行
っ
て
い
な
い
, 

0
.0

1
0
0
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊

重
し
て
い
る

十
分

な
見

積
書

が

提
出

さ
れ

て
い
な
い

見
積

書
が

提
出

さ

れ
な
い

7
%

1
3
%

4
0
%

4
0
%

0
%

実
施

し
て
い
る

変
型
労
働
時
間
制
で

実
施

し
て
い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

0
% 1
4
%

2
9
%

5
7
%

0
%

下
請

け
は

な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

7

4

3 3

2

3

適
正

な
工

期

労
務

単
価

・
諸

経
費

の
ア
ッ
プ

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切

な
予

算
・
積

算

2

3

4

2

4

2

適
切
な
下
請
業
者
へ
の
発
注

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

国
・
自

治
体

等
の

援
助

・
指

導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次

下
請

け
の

指
導

7



賃
金

水
準

の
確

保
に
つ
い
て

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

会
員
企
業
従
業
員
の
賃
金
の
状
況

下
請
企
業
と
契
約
を
す
る
際
の

労
務
単

価
の

状
況

重
層
下
請
け
の
状
況

社
会

保
険

の
加

入
状

況
に
つ
い
て

健
康
保
険
の
加
入
状
況

雇
用
保
険
の
加
入
状
況

年
金
保
険
の
加
入
状
況

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

下
請

次
数

の
状

況

週
休
２
日
制
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
条

件

下
請

企
業

に
対

す
る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件

（
回
答
数
）

東
北
ブ
ロ
ッ
ク

7
6
.6
%

7
.8
%

5
.2
%9
.9
%

0
.5
%

最
近

、
基

本
給

を
引

上
げ
た

一
時

金
の

み
を
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定
し
て
い
る

引
上

げ
る
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

6
7
.7
%

1
8
.0
%1
3
.2
%

1
.1
%

最
近

、
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定

引
上

げ
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

1
0
0
.0

8
9
.7

9
0
.0

1
0
.3

1
0
.0

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

8
9
.3

8
8
.2

1
0
.7

1
1
.8

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
0
.7

8
9
.7

9
.3

1
0
.3

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

加
入

未
加
入

8
4
.3
 

1
5
.7

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

4
3
%

5
1
%

4
%2
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

し
て
い
る

十
分

な
見

積
書

が
提

出
さ
れ

て
い
な
い

見
積

書
が

提
出

さ
れ

な
い

1
0
0

%0
%

提
出
さ
れ

れ
ば
尊
重

す
る

尊
重
す
る

つ
も
り
は

な
い

行
っ
て
い
る
, 

7
2
.3

行
っ
て
い
な
い
, 

2
7
.7

5
%

2
5
%

5
0
%

1
9
%

1
%

実
施

し
て
い
る

変
型

労
働

時
間

制
で
実

施

し
て
い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

0
%

3
0
%

4
1
%

2
3
%

6
%

下
請

け
は

な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

8
7

2
4

1
9

1
7 8

0 1

適
正
な
工
期

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切
な
予
算
・
積
算

法
改

正
・
規

則
改

正

2
6

1
8 2
0

2
0

9

1
2

適
切
な
下
請
業
者
へ
の
発
注

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

国
・
自

治
体

等
の

援
助

・
指

導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次

下
請

け
の

指
導

8



賃
金

水
準

の
確

保
に
つ
い
て

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

会
員
企
業
従
業
員
の
賃
金
の
状
況

下
請
企
業
と
契
約
を
す
る
際
の

労
務
単

価
の

状
況

重
層
下
請
け
の
状
況

社
会

保
険

の
加

入
状

況
に
つ
い
て

健
康
保
険
の
加
入
状
況

雇
用
保
険
の
加
入
状
況

年
金
保
険
の
加
入
状
況

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

下
請

次
数

の
状

況

週
休
２
日
制
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
条

件

下
請

企
業

に
対

す
る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

行
っ
て
い
な
い

3
0
.4
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件

（
回
答
数
）

関
東
甲
信
越
ブ
ロ
ッ
ク

6
7
.9
%

1
2
.8
%

6
.4
%

1
1
.1
%

1
.7
%

最
近

、
基

本
給

を
引

上
げ
た

一
時

金
の

み
を
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定
し
て
い
る

引
上

げ
る
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

5
6
.4
%

2
5
.6
%1
7
.9
%

0
.0
%

最
近

、
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定

引
上

げ
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

1
0
0
.0

9
5
.5

6
6
.5

4
.5

3
3
.5

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

加
入

未
加
入

1
0
0
.0

9
5
.4

7
8
.9

4
.6

2
1
.1

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
4
.8

6
9
.2

5
.2

3
0
.8

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

8
6
.1

1
3
.9

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

行
っ
て
い
る
, 

6
9
.8

行
っ
て
い
な
い
, 

3
0
.2

2
7
%

5
7
%

1
0
%

6
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

し

て
い
る

十
分

な
見

積
書

が
提

出
さ
れ

て
い
な
い

見
積

書
が

提
出

さ
れ

な

い

9
9
%

1
%

提
出

さ
れ

れ
ば

尊

重
す
る

尊
重
す
る
つ
も
り

は
な
い

6
%

1
2
%

4
7
%

3
4
%

1
%

実
施

し
て
い
る

変
型

労
働

時
間

制
で
実

施
し
て
い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

2
%

2
4
%

4
8
%

2
0
%

6
%

下
請

け
は

な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

2
2

2
0

1
1

2
3

9

1
5

適
切

な
下

請
業

者
へ

の
発

注

受
注
量
の
平
準
化

人
員
確
保

国
・
自
治
体
等
の
援
助
・
指
導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次
下
請
け
の
指
導

（
回
答
数
）

6
8

2
5

2
2

2
1 2
3

7 7

適
正

な
工

期

労
務

単
価

・
諸

経
費

の
ア
ッ
プ

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切

な
予

算
・
積

算

法
改

正
・
規

則
改

正

9



賃
金

水
準

の
確

保
に
つ
い
て

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

会
員
企
業
従
業
員
の
賃
金
の
状
況

下
請
企
業
と
契
約
を
す
る
際
の

労
務
単

価
の

状
況

重
層
下
請
け
の
状
況

社
会

保
険

の
加

入
状

況
に
つ
い
て

健
康
保
険
の
加
入
状
況

雇
用
保
険
の
加
入
状
況

年
金
保
険
の
加
入
状
況

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

下
請

次
数

の
状

況

週
休
２
日
制
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
条

件

下
請

企
業

に
対

す
る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

行
っ
て
い
な
い

3
0
.4
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件

（
回
答
数
）

東
海
ブ
ロ
ッ
ク

7
3
.3
%

1
0
.5
%

8
.1
%
7
.0
%1
.2
%

最
近

、
基

本
給

を
引

上
げ
た

一
時

金
の

み
を
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定
し
て
い
る

引
上

げ
る
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

5
8
.1
%

2
4
.4
%1
7
.4
%

0
.0
%

最
近

、
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定

引
上

げ
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

4
6
%

4
4
%1
0
%

0
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊

重
し
て
い
る

十
分

な
見

積
書

が

提
出

さ
れ

て
い
な

い 見
積

書
が

提
出

さ

れ
な
い

9
6
%

4
%

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重
す
る

尊
重
す
る
つ
も
り

は
な
い

行
っ
て
い
る
, 

6
7
.9

行
っ
て
い
な
い
, 

3
2
.1

1
0
0
.0

9
0
.7

8
0
.0

9
.3

2
0
.0

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

8
9
.3

7
4
.6

1
0
.7

2
5
.4

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
2
.4

7
8
.2

7
.6

2
1
.8

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

加
入

未
加
入

9
6
.5
 

3
.5

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

1
1
%

1
7
%

4
1
%

3
1
%

0
%

実
施

し
て
い
る

変
型
労
働
時
間
制
で

実
施

し
て
い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

0
% 8
%

2
7
%

4
8
%

1
7
%

下
請

け
は

な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

3
7

1
3

2
3

7 6 1

3

適
正
な
工
期

労
務

単
価

・
諸

経
費

の

ア
ッ
プ

受
注
量

の
平

準
化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切
な
予
算
・
積
算

法
改

正
・
規

則
改

正

6

1
2

7

8

9

4

適
切
な
下
請
業
者
へ
の
発
注

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

国
・
自

治
体

等
の

援
助

・
指

導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次

下
請

け
の

指
導
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賃
金

水
準

の
確

保
に
つ
い
て

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

会
員
企
業
従
業
員
の
賃
金
の
状
況

下
請
企
業
と
契
約
を
す
る
際
の

労
務
単

価
の

状
況

重
層
下
請
け
の
状
況

社
会

保
険

の
加

入
状

況
に
つ
い
て

健
康
保
険
の
加
入
状
況

雇
用
保
険
の
加
入
状
況

年
金
保
険
の
加
入
状
況

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

下
請

次
数

の
状

況

週
休
２
日
制
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
条

件

下
請

企
業

に
対

す
る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

行
っ
て
い
な
い

3
0
.4
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件

（
回
答
数
）

北
陸
ブ
ロ
ッ
ク

7
6
.1
%

8
.7
%

2
.2
%1
3
.0
%

0
.0
%

最
近

、
基

本
給

を
引

上
げ
た

一
時

金
の

み
を
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定
し
て
い
る

引
上

げ
る
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

5
7
.8
%

2
2
.2
%

2
0
.0
%

0
.0
%

最
近

、
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定

引
上

げ
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

3
7
%

5
0
%

1
3
%

0
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

し

て
い
る

十
分

な
見

積
書

が
提

出
さ
れ

て
い
な
い

見
積

書
が

提
出

さ
れ

な
い

1
0
0

%0
%

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重
す
る

尊
重
す
る
つ
も
り

は
な
い

行
っ
て
い
る
, 

6
8
.2

行
っ
て
い
な
い
, 

3
1
.8

8
0
.4
 

1
9
.6

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

9
%
7
%

6
3
%

1
9
%

2
%

実
施

し
て
い
る

変
型

労
働

時
間

制
で
実

施
し
て
い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

0
%

3
7
%

4
7
%1
6
%0
%

下
請

け
は

な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

1
8

5

3

6

1

5

2

適
正
な
工
期

労
務

単
価
・
諸

経
費

の

ア
ッ
プ

受
注
量

の
平

準
化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切
な
予
算
・
積
算

法
改

正
・
規

則
改

正

4

7

8

2

3

2

適
切
な
下
請
業
者
へ
の
発
注

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

国
・
自

治
体

等
の

援
助

・
指

導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次

下
請

け
の

指
導

1
0
0
.0

9
5
.8

8
7
.6

4
.2

1
2
.4

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

加
入

未
加
入

1
0
0
.0

9
5
.4

8
9
.8

4
.6

1
0
.2

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
6
.7

9
3
.5

3
.3

6
.5

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者
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賃
金

水
準

の
確

保
に
つ
い
て

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

会
員
企
業
従
業
員
の
賃
金
の
状
況

下
請
企
業
と
契
約
を
す
る
際
の

労
務
単

価
の

状
況

重
層
下
請
け
の
状
況

社
会

保
険

の
加

入
状

況
に
つ
い
て

健
康
保
険
の
加
入
状
況

雇
用
保
険
の
加
入
状
況

年
金
保
険
の
加
入
状
況

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

下
請

次
数

の
状

況

週
休
２
日
制
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
条

件

下
請

企
業

に
対

す
る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

行
っ
て
い
な
い

3
0
.4
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件

（
回
答
数
）

近
畿
ブ
ロ
ッ
ク

5
8
.0
%

1
3
.6
%

8
.6
%1
9
.8
%0
.0
%

最
近

、
基

本
給

を
引

上
げ
た

一
時

金
の

み
を
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定
し
て
い
る

引
上

げ
る
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

5
1
.8
%

1
4
.1
%

3
2
.9
%

1
.2
%

最
近

、
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定

引
上

げ
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

1
0
0
.0

8
8
.8

7
2
.0

1
1
.2

2
8
.0

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

8
0
.8

5
7
.8

1
9
.2

4
2
.2

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

加
入

未
加
入

8
3
.5
 

1
6
.5

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

行
っ
て
い
る
, 

6
0
.8

行
っ
て
い
な
い
, 

3
9
.2

2
7
%

5
9
%

8
%6
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

し

て
い
る

十
分

な
見

積
書

が
提

出

さ
れ

て
い
な
い

見
積

書
が

提
出

さ
れ

な

い

9
7
%

3
%

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重
す
る

尊
重
す
る
つ
も
り

は
な
い

2
%

1
0
% 3
6
%

5
2
%

0
%

実
施

し
て
い
る

変
型
労
働
時
間
制
で

実
施

し
て
い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

0
%

1
4
%

2
6
%

4
4
%1
6
%

下
請

け
は

な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

3
7

1
1

6

1
3

9

2

4

適
正
な
工
期

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切
な
予
算
・
積
算

法
改
正

・
規

則
改

正

3

9

8

7

9

7

適
切
な
下
請
業
者
へ
の
発
注

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

国
・
自

治
体

等
の

援
助

・
指

導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次

下
請

け
の

指
導

12



賃
金

水
準

の
確

保
に
つ
い
て

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

会
員
企
業
従
業
員
の
賃
金
の
状
況

下
請
企
業
と
契
約
を
す
る
際
の

労
務
単

価
の

状
況

重
層
下
請
け
の
状
況

社
会

保
険

の
加

入
状

況
に
つ
い
て

健
康
保
険
の
加
入
状
況

雇
用
保
険
の
加
入
状
況

年
金
保
険
の
加
入
状
況

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

下
請

次
数

の
状

況

週
休
２
日
制
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
条

件

下
請

企
業

に
対

す
る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

行
っ
て
い
な
い

3
0
.4
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件

（
回
答
数
）

中
国
ブ
ロ
ッ
ク

1
0
0
.0

9
6
.6

9
5
.7

3
.4

4
.3

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
6
.4

9
4
.9

3
.6

5
.1

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
6
.2

9
3
.7

3
.8

6
.3

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

加
入

未
加
入

7
9
.4
 

2
0
.6

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

行
っ
て
い
る
, 

6
2
.9

行
っ
て
い
な
い
, 

3
7
.1

1
0
0

%0
%

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重
す
る

尊
重

す
る
つ
も

り
は

な
い

3
6
%

5
5
%

9
%

0
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

し
て

い
る

十
分

な
見

積
書

が
提

出
さ

れ
て
い
な
い

見
積

書
が

提
出

さ
れ

な
い

6
8
.9
%

1
0
.1
%

2
.5
%1
7
.6
%

0
.8
%

最
近

、
基

本
給

を
引

上
げ
た

一
時

金
の

み
を
引

上

げ
た

引
上

げ
を
予

定
し
て

い
る

引
上

げ
る
予

定
は

な

い 引
下

げ
た

5
2
.1
%

1
6
.2
%

3
1
.6
%

0
.0
%

最
近

、
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定

引
上

げ
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

5
%

1
8
%

5
6
%2
0
%1
%

実
施

し
て
い
る

変
型

労
働

時
間

制
で
実

施
し
て
い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

6
%

2
3
%

4
1
%

2
1
%

9
%

下
請

け
は

な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

4
8

2
1

1
1

8 5 5 1

適
正
な
工
期

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切
な
予
算
・
積
算

法
改

正
・
規

則
改

正

1
1

7

1
0 1
1

5

6

適
切
な
下
請
業
者
へ
の
発
注

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

国
・
自

治
体

等
の

援
助

・
指

導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次

下
請

け
の

指
導

13



賃
金

水
準

の
確

保
に
つ
い
て

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

会
員
企
業
従
業
員
の
賃
金
の
状
況

下
請
企
業
と
契
約
を
す
る
際
の

労
務
単

価
の

状
況

重
層
下
請
け
の
状
況

社
会

保
険

の
加

入
状

況
に
つ
い
て

健
康
保
険
の
加
入
状
況

雇
用
保
険
の
加
入
状
況

年
金
保
険
の
加
入
状
況

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

下
請

次
数

の
状

況

週
休
２
日
制
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
条

件

下
請

企
業

に
対

す
る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

行
っ
て
い
な
い

3
0
.4
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件

（
回
答
数
）

四
国
ブ
ロ
ッ
ク

6
5
.9
%

9
.8
%

6
.5
%1
6
.3
%

1
.6
%

最
近

、
基

本
給

を
引

上
げ
た

一
時

金
の

み
を
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定
し
て
い
る

引
上

げ
る
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

5
6
.2
%

1
5
.7
%

2
6
.4
%

1
.7
%

最
近

、
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定

引
上

げ
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

4
5
%

4
5
%6
%

4
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

し
て
い
る

十
分

な
見

積
書

が
提

出
さ
れ

て
い
な
い

見
積

書
が

提
出

さ
れ

な
い

9
8
%

2
%

提
出

さ
れ

れ
ば

尊

重
す
る

尊
重
す
る
つ
も
り

は
な
い

行
っ
て
い
る
, 

5
9
.8

行
っ
て
い
な
い
, 

4
0
.2

7
5
.2
 

2
4
.8

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

1
0
0
.0

8
4
.0

8
7
.4

1
6
.0

1
2
.6

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

8
4
.3

8
6
.6

1
5
.7

1
3
.4

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

加
入

未
加
入

1
0
0
.0

8
3
.6 8
7
.9

1
6
.4 1
2
.1

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

7
%

1
3
%

5
4
%

2
5
%1
%

実
施

し
て
い
る

変
型
労
働
時
間
制
で

実
施

し
て
い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

1
9
% 2
7
%

3
8
%1
3
%3
%

下
請

け
は

な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

5
2

2
6 2
9

1
1

1
1

1
2

0

適
正
な
工
期

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切
な
予
算
・
積
算

法
改

正
・
規

則
改

正

9

5 5 5

4

1

適
切

な
下

請
業

者
へ

の
発

注

受
注
量
の
平
準
化

人
員
確
保

国
・
自
治
体
等
の
援
助
・
指
導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次
下
請
け
の
指
導
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賃
金

水
準

の
確

保
に
つ
い
て

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

会
員
企
業
従
業
員
の
賃
金
の
状
況

下
請
企
業
と
契
約
を
す
る
際
の

労
務
単

価
の

状
況

重
層
下
請
け
の
状
況

社
会

保
険

の
加

入
状

況
に
つ
い
て

健
康
保
険
の
加
入
状
況

雇
用
保
険
の
加
入
状
況

年
金
保
険
の
加
入
状
況

週
休
２
日
制
の
普
及
状
況

下
請

次
数

の
状

況

週
休
２
日
制
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
条

件

下
請

企
業

に
対

す
る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

状
況

行
っ
て
い
る

6
9
.6
％

行
っ
て
い
な
い

3
0
.4
％

標 準 見 積 書 の 提 出 指 導 状 況

行
き
過

ぎ
た
重

層
下

請
け
構

造
を
解

消
す
る
た
め
に
必

要
な
条

件

（
回
答
数
）

九
州
ブ
ロ
ッ
ク

5
6
.5
%

2
3
.9
%1
9
.6
%

0
.0
%

最
近

、
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定

引
上

げ
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

6
3
.3
%

1
4
.4
%

8
.6
%

1
2
.9
%

0
.7
%

最
近

、
基

本
給

を
引

上
げ
た

一
時

金
の

み
を
引

上
げ
た

引
上

げ
を
予

定
し
て
い
る

引
上

げ
る
予

定
は

な
い

引
下

げ
た

4
5
%

4
4
%

7
%

4
%

す
で
に
活
用

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

し

て
い
る

十
分

な
見

積
書

が
提

出

さ
れ

て
い
な
い

見
積

書
が

提
出

さ
れ

な

い

1
0
0
%

0
%

提
出

さ
れ

れ
ば

尊

重
す
る

尊
重
す
る
つ
も
り

は
な
い

行
っ
て
い
る
, 

7
4
.0

行
っ
て
い
な
い
, 

2
6
.0

1
0
0
.0

9
3
.6

8
1
.4

6
.4

1
8
.6

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
3
.1

6
7
.3

6
.9

3
2
.7

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

1
0
0
.0

9
4
.7

6
9
.8

5
.3

3
0
.2

会
員
企
業

一
次
下
請
企
業

現
場
労
働
者

加
入

未
加
入

8
5
.5
 

1
4
.5

行
っ
て
い
る

行
っ
て
い
な
い

5
%

1
5
%

4
0
%

3
8
%2
%

実
施

し
て
い
る

変
型

労
働

時
間

制
で
実

施
し
て
い
る

一
部

実
施

し
て
い
る

実
施

し
て
い
な
い

そ
の
他

4
%

1
7
%

4
4
%

3
0
%

5
%

下
請

け
は

な
い

１
次

ま
で

２
次

ま
で

３
次

ま
で

４
次

ま
で

4
8

9

1
8

1
5

7

5 3

適
正

な
工

期

労
務

単
価
・
諸

経
費

の
ア
ッ
プ

受
注

量
の

平
準

化

人
員

確
保

賃
金

体
系

の
見

直
し

適
切

な
予

算
・
積

算

法
改

正
・
規

則
改

正

8

9

1
3

6

9

3

適
切

な
下

請
業

者
へ

の
発

注

受
注
量
の
平
準
化

人
員
確
保

国
・
自
治
体
等
の
援
助
・
指
導

労
務
単
価
・
諸
経
費
の
ア
ッ
プ

一
次
下
請
け
の
指
導
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（
一

社
）
全

国
建

設
業

協
会

【
調

査
の

目
的

】

（
本

調
査

は
、

上
記

の
目

的
以

外
に

は
使

用
い

た
し

ま
せ

ん
。

）

【
貴

社
の

名
称

（
匿

名
で

も
結

構
で

す
。

）
等

】

名
　

称

（
１

）
　

貴
社

の
資

本
金

等
に

つ
い

て
該

当
す

る
番

号
を

ご
記

入
く
だ

さ
い

。
（
回

答
欄

）

１
．

１
０

０
０

万
円

未
満

　
２

．
１

０
０

０
万

円
～

５
０

０
０

万
円

未
満

　
３

．
５

０
０

０
万

円
～

１
億

円
未

満

４
．

１
億

円
～

１
０

億
円

未
満

　
５

．
１

０
億

円
～

５
０

億
円

未
満

　
６

．
５

０
億

円
以

上
　

７
．

個
人

（
２

）
 貴

社
の

事
業

内
容

に
つ

い
て

該
当

す
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
（
回

答
欄

）

１
．

土
木

　
　

２
．

建
築

　
３

．
土

木
・
建

築
　

４
．

そ
の

他

（
３

）
 貴

社
の

従
業

員
に

つ
い

て
お

答
え

く
だ

さ
い

。

（
回

答
欄

）
（
回

答
欄

）
（
回

答
欄

）

従
業

員
数

(人
）

従
業

員
数

の
う

ち
技

術
者

(人
）

従
業

員
数

の
う

ち
技

能
者

（
人

）

（
回

答
欄

）

従
業

員
数

の
う

ち
事

務
職

者
(人

）

問
１

．
貴

社
の

従
業

員
の

賃
金

に
つ

い
て

該
当

す
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
（
回

答
欄

）

問
２

．
　

貴
社

が
下

請
と

契
約

を
す

る
際

の
労

務
単

価
に

つ
い

て
該

当
す

る
番

号
を

ご
記

入
く
だ

さ
い

。
（
回

答
欄

）
１

．
最

近
、

引
き

上
げ

た
　

　
２

．
引

上
げ

を
予

定
　

　
３

．
引

上
げ

予
定

は
な

い
　

　
４

．
引

き
下

げ
た

賃
金

水
準

の
確

保
及

び
社

会
保

険
加

入
状

況
等

調
査

票
平

成
２

６
年

８
月

　
　

　

　
国

は
、

平
成

2
5
年

度
及

び
２

６
年

度
の

公
共

工
事

設
計

労
務

単
価

を
政

策
的

に
大

幅
に

引
き

上
げ

、
建

設
業

界
に

対
し

て
、

適
切

な
賃

金
水

準
の

確
保

や
社

会
保

険
へ

の
加

入
の

徹
底

を
要

請
し

て
お

り
ま

す
。

こ
の

要
請

に
対

し
て

ど
の

様
な

課
題

が
あ

る
か

を
把

握
し

今
後

の
対

応
に

つ
い

て
の

基
礎

資
料

と
す

る
た

め
、

以
前

に
調

査
し

た
項

目
も

あ
り

ま
す

が
、

最
新

の
状

況
を

把
握

す
る

た
め

、
時

点
を

変
え

て
、

貴
社

の
８

月
１

日
現

在
の

状
況

に
よ

り
本

調
査

を
実

施
さ

せ
て

い
た

だ
き

ま
す

。

１
．

最
近

、
基

本
給

を
引

き
上

げ
た

　
　

　
２

．
一

時
金

の
み

を
引

き
上

げ
た

　
　

　
３

．
引

上
げ

を
予

定
し

て
い

る
４

．
引

き
上

げ
る

予
定

は
な

い
　

　
５

．
引

き
下

げ
た

問
３

．
　

標
準

見
積

書
の

提
出

の
指

導
状

況
に

つ
い

て
該

当
す

る
番

号
を

ご
記

入
く
だ

さ
い

。

◎
（
回

答
欄

）

◎ 問
４

．
　

自
社

の
社

会
保

険
（
健

康
保

険
・
年

金
・
雇

用
保

険
）
の

加
入

状
況

に
つ

い
て

該
当

す
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
（
１

）
　

健
康

保
険

（
回

答
欄

）

（
２

）
　

年
金

保
険

（
回

答
欄

）

（
３

）
　

雇
用

保
険

（
回

答
欄

）

（
１

）
　

健
康

保
険

（
回

答
欄

）
（
回

答
欄

）

加
入

(社
）

未
加

入
(社

）

（
２

）
　

年
金

保
険

（
回

答
欄

）
（
回

答
欄

）

加
入

(社
）

未
加

入
(社

）

（
３

）
　

雇
用

保
険

（
回

答
欄

）
（
回

答
欄

）

加
入

(社
）

未
加

入
(社

）

問
６

．
　

下
請

け
に

対
す

る
社

会
保

険
の

加
入

指
導

に
つ

い
て

該
当

す
る

番
号

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

（
回

答
欄

）

１
．

加
入

指
導

を
行

っ
て

い
る

　
　

２
．

加
入

指
導

を
行

っ
て

い
な

い

１
．

加
入

　
　

２
．

未
加

入

１
．

加
入

　
　

２
．

未
加

入

１
．

加
入

　
　

２
．

未
加

入

問
５

．
貴

社
と

契
約

を
結

ん
で

い
る

下
請

（
一

次
下

請
）
の

社
会

保
険

（
健

康
保

険
・
年

金
保

険
・
雇

用
保

険
）
の

加
入

状
況

等
に

つ
い

て
お

答
え

く
だ

さ
い

。

標
準

見
積

書
の

提
出

を
指

導
し

て
い

な
い

場
合

５
．

提
出

さ
れ

れ
ば

尊
重

す
る

　
６

．
尊

重
す

る
つ

も
り

は
な

い

標
準

見
積

書
の

提
出

を
指

導
し

て
い

る
場

合

１
．

す
で

に
活

用
し

て
い

る
　

　
２

．
提

出
さ

れ
れ

ば
尊

重
し

て
い

る
　

　
３

．
十

分
な

見
積

書
が

提
出

さ
れ

て
い

な
い

４
．

見
積

書
が

提
出

さ
れ

な
い
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（
１

）
　

健
康

保
険

（
回

答
欄

）
（
回

答
欄

）

加
入

（
人

）
未

加
入

（
人

）

（
２

）
　

年
金

保
険

（
回

答
欄

）
（
回

答
欄

）

加
入

（
人

）
未

加
入

（
人

）

（
３

）
　

雇
用

保
険

（
回

答
欄

）
（
回

答
欄

）

加
入

（
人

）
未

加
入

（
人

）

（
１

）
貴

社
の

現
場

の
週

休
2
日

制
の

現
状

　

（
２

）
週

休
２

日
制

を
定

着
さ

せ
る

た
め

に
必

要
な

条
件

質
問

は
以

上
で

す
。

ご
協

力
い

た
だ

き
あ

り
が

と
う

ご
ざ

い
ま

し
た

。

問
７

．
　

最
近

の
貴

社
の

代
表

的
な

建
設

現
場

を
１

か
所

選
ん

で
お

答
え

く
だ

さ
い

。
選

定
し

た
建

設
現

場
の

作
業

員
名

簿
（
全

建
統

一
様

式
第

5
号

―
別

紙
「
社

会
保

険
加

入
状

況
」
）
で

、

問
８

．
　

貴
社

の
建

設
現

場
の

週
休

２
日

制
の

普
及

状
況

に
つ

い
て

ご
記

入
く
だ

さ
い

。

　

社
会

保
険

（
健

康
保

険
・
年

金
保

険
・
雇

用
保

険
）
の

加
入

状
況

に
つ

い
て

お
答

え
く
だ

さ
い

。

問
９

．
行

き
す

ぎ
た

重
層

下
請

の
解

消
に

つ
い

て
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

（
１

）
貴

社
の

下
請

の
次

数
の

状
況

（
２

）
　

行
き

す
ぎ

た
重

層
下

請
を

解
消

す
る

た
め

に
必

要
な

条
件

だ
さ

い
。
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